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第３次香川県がん対策推進計画 中間評価 
 

令和４年３月 
香  川  県 

 
Ⅰ 中間評価の趣旨  

第３次香川県がん対策推進計画の期間（平成 30 年度～令和５年度）の半分を経過したこと
から、これまでの本県の取組みと成果を取りまとめるとともに、令和元年度に実施したがん患
者ニーズ調査の結果も踏まえて課題を整理し、今後のがん対策の一層の推進につなげようとす
るものである。 

 

Ⅱ 中間評価の方法  

１．数値目標の達成状況について 
計画の数値目標について、達成度に応じ次の５つの区分により評価する。 

◎…目標を達成している。 
○…目標に達していないが、策定時より改善している。 
△…策定時から現状維持の状態である。 
×…策定時から悪化している。 
－…策定以降、まだ新たな調査結果が得られておらず、評価できない。 

２．施策の取組状況について 
各実施主体におけるこれまでの取組みについて具体的に記述し、進捗状況を把握する。 

３．がん患者ニーズ調査の結果について 
令和元年度に実施した「がん患者ニーズ調査」の結果について、分野ごとに分析する。 

 
以上の評価・分析を踏まえ、課題を整理し、今後必要な取組みについて検討する。 

 

Ⅲ 全体目標の進捗状況  

 がんによる死亡者数の減少 
年齢調整死亡率（75 歳未満）を、第１期計画策定時（平成 17 年）から引き続き、男女それ

ぞれ 20％低下させることを目標としている。現状（令和元年）では、男性は 24.6％減と既に目
標に達しているが、女性は 5.6％減にとどまり、目標に届いていない。 

県では、働き盛りの女性や子育て世代に多い乳がんや子宮頸がんを早期に発見することによ
り、がんの死亡率を抑制するとともに、女性の就労、出産、子育てなどの生活の質の向上につ
なげるため、女性のがん対策推進事業を実施しており、こうした取組みを引き続き推進するこ
とにより、女性のがん死亡者数の減少を図る必要がある。 
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項   目 第１期計画 
策定時(H17) 

第３次計画 
策定時(H27) 現状(R1) 目標(R5 年度) H17 からの 

減少率 評価 

がんの年齢調整死 
亡率（75 歳未満） 
（人口 10 万人対） 

男性 
女性 

110.2 
59.3 

101.9 
53.1 

83.1 
56.0 

88.2 
47.4 

▲24.6% 
▲5.6% 

◎ 

× 

出典：国立がん研究センターがん対策情報センター 

 

Ⅳ 個別目標の進捗状況  

１．科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 
 ⑴ がんの発症予防の推進 
  ① 喫煙対策 

喫煙がもたらす健康への悪影響について、小学校及び中学校の生徒や保護者、事業所等
を対象とした出前講座を実施し、喫煙率が高いとされる働く世代や、働く世代を父母に持
つ児童・生徒への働きかけを行うとともに、「世界禁煙デー」、「禁煙週間」に合わせた広報
活動や、禁煙治療が受けられる医療機関に関する情報提供などにより、禁煙の促進を図っ
ている。 

また、平成 30 年に健康増進法が一部改正され、多数の者が利用する施設で原則屋内禁
煙等の受動喫煙防止に係る措置が義務化されたことを受け、令和２年度からの全面施行に
当たり、県民や事業者、飲食店等に対する周知啓発や相談指導を実施し、同法に基づく受
動喫煙対策の推進に取り組んでいる。 

数値目標である「成人の喫煙率」については、計画策定時に用いた平成 28 年県民健康・
栄養調査以降、まだ新たな調査結果が得られていないため、今回、評価することができな
いが、目標達成に向けて、引き続き喫煙者の禁煙促進や 20 歳未満の者の喫煙防止に係る
取組みを進めるとともに、健康増進法に基づく受動喫煙対策を推進する必要がある。 

 
項   目 計画策定時(H27) 現 状 目標(R5 年度) 評価 

成人の喫煙率 16.0% ― 8.0% ― 

出典：県民健康・栄養調査 
 
  ② 食生活、運動等の生活習慣の改善 

喫煙対策やバランスの取れた食事、適度な身体活動を行うことについて、「１日３食まず
野菜！」、「あ♪歩こう運動」をキャッチフレーズに、健康出前講座や健康相談等により情
報提供を効果的に行うとともに、啓発用リーフレット「がんはなる前からなおす！」を作
成し、県民の望ましい生活習慣の実践を促した。 

働き盛り世代に対しては、全国健康保険協会香川支部と連携して、中小企業の従業員と
その家族の生活習慣の改善やがん検診・特定健診の受診率向上を図るなど、事業所ぐるみ
の健康づくりを推進した。 

また、平成 30 年度からは、日々の健康づくりや健康診断・がん検診の受診等に対するイ
ンセンティブを設け、楽しみながら継続的に健康づくりを実践するかがわ健康ポイント事
業「マイチャレかがわ！」により、県民が主体的に生活習慣の改善に取り組むことができ
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る環境づくりに取り組んでいる。 
これらの取組みを引き続き市町や関係団体等と連携して行っていく必要がある。 

 
  ③ 感染に起因するがん予防対策 

肝炎ウイルスについては、県内の保健所及び指定医療機関で B 型肝炎・C 型肝炎ウイル
ス検査を実施し、陽性者に対して医療機関への受診・受療勧奨等を行っている。また、B 型
肝炎・C 型肝炎の患者等に対する抗ウイルス治療にかかる医療費の助成を実施している。 

HTLV-1 については、妊婦検診における HTLV-1 抗体検査の実施等により、母子感染予
防対策を図っている。 

HPV ワクチン接種については、定期接種であることの周知など、子宮頸がんの正しい知
識の啓発のため、マンガ本及びチラシを配布した。 

引き続き、感染に起因するがんに関する普及啓発や検査等の実施を通じ、早期発見・早
期治療につなげるとともに、HPV ワクチン接種については、積極的勧奨の再開に伴い、情
報提供やワクチン接種後に症状が生じた場合の相談対応など、適切な対応を図る必要があ
る。 

 
 ⑵ がんの早期発見・早期治療の推進 
  ① がん検診の受診率の向上 

がんを早期に発見するためのがん検診受診率向上対策として、「がん検診受診率向上プ
ロジェクト」推進企業グループや「ピンクリボンかがわ県協議会」と協働した啓発イベン
トの開催、啓発ポスター・リーフレットの作成・配布を行うとともに、「乳がん月間」であ
る 10 月の休日に乳がん検診を実施する「かがわマンモグラフィサンデー」を実施してい
る。令和２年度からは、この取組みにおいて検診車で乳がん検診と子宮頸がん検診の両方
を受診できるようにするなど、働く世代が受診しやすい環境づくりを図っている。 

また、市町のがん検診及び精密検査の受診勧奨をより効果的なものとするため、女性が
ん（子宮頸がん、乳がん）をモデルケースとして、受診勧奨におけるナッジ（そっと押す
ように行動に介入すること）理論の導入の支援を行った。 

こうした市町、関係団体、企業等と連携した取組みにより、がん検診受診率については
いずれも概ね上昇傾向にあり、肺がん検診では目標値である 55％を上回ったものの、これ
以外の検診については、依然として目標値に届いていない状況である。 

香川県がん登録 2017 によると、がん発見のきっかけは「他疾患の経過観察中」が 34.2%
と最も多く、「がん検診・健康診断・人間ドック」の 16.0%を上回っており、早期がんのほ
とんどは自覚症状がないことから、ある程度進行した状態でがんが発見されていることが
うかがえる。 

今後、がんを早期に発見するため、自覚症状がなくても定期的にがん検診を受診するこ
とについて、一層の普及啓発を進めるとともに、がん検診受診率の目標値達成に向け、市
町や関係機関・団体と連携し、がん検診を受診しやすい環境づくりなど、受診率向上のた
めの取組みをさらに推進する必要がある。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、がん検診受診率の低下が懸
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念されていることから、令和３年度には、定期的ながん検診の受診を呼び掛ける新聞広告
を掲載し、過度の受診控えががんのリスクを高める可能性のあることについて啓発を実施
した。今後も、上記の受診率向上のための取組みに加え、新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえた積極的な啓発を図っていく必要がある。 

 
項   目 計画策定時 

(H28) 現 状(R1) 目標(R5 年度) 評価 

がん検診の受診率※ 

胃がん 
大腸がん 
肺がん 
乳がん 
子宮頸がん 

45.6% 
46.3% 
54.9% 
49.3% 
49.0% 

45.6% 
46.6% 
55.4% 
51.2% 
48.4% 

55%以上 ○ 

※40 歳～69 歳（子宮頸がんは 20 歳～69 歳）の受診率        出典：国民生活基礎調査 
 
  ② 精密検査の受診率の向上 

がん検診の受診啓発において「検診結果が要精密検査となった場合は、必ず精密検査を
受診すること」を併せて周知しているほか、精密検査に必要な要件を満たす医療機関の名
簿を作成し、要精密検査と判定された場合に情報提供を行っている。 

また、がん検診の受診勧奨時や受診時に、精密検査受診の必要性など、国立がん研究セ
ンターが推奨する項目を受診者に説明するよう、市町及び検診実施機関に促している。 

しかし、精密検査の受診率は上昇しているものの、目標値である 90％以上には達してい
ないため、今後も継続的に受診勧奨及び啓発を行っていく必要がある。 

 
項   目 計画策定時(H27) 現 状(R1) 目標(R5 年度) 評価 

精密検査の受診率 77.1% 82.8% 90%以上 ○ 

出典：地域保健・健康増進事業報告 
 
  ③ がん検診の精度管理の充実 

がん検診の実施状況や精度管理状況の把握・評価を行い、市町や検診実施機関への助言
等を行うため、香川県がん対策推進協議会の５がん各部会を開催している。 

また、がん検診の適正な運用体制の整備のため、精度管理調査を県内全ての市町及び検
診実施機関に対して実施しているほか、がん検診従事者講習会やがん検診精度管理推進会
議を開催している。 

今後も、質の高いがん検診を実施するため、十分な精度管理を行っていく必要がある。 
 
２．患者本位のがん医療の実現 
 ⑴ がんの各治療法等の充実とチーム医療の推進 

国の整備指針に基づき、都道府県がん診療連携拠点病院に香川大学医学部附属病院が、地
域がん診療連携拠点病院に県立中央病院（令和 2 年度から地域がん診療連携拠点病院（高度
型））、香川労災病院（令和３年度から地域がん診療連携拠点病院（高度型））、高松赤十字病
院及び三豊総合病院が、それぞれ指定されている。（以下「拠点病院」という。） 
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拠点病院では、国の指針に基づき、安心かつ安全で質の高いがん医療を提供できるよう、
がんの各治療法等の充実や、多職種が参加するキャンサーボードによる検討の実施などチー
ム医療の推進に取り組んでいる。 

がんゲノム医療については、がんゲノム医療拠点病院に香川大学医学部附属病院が、がん
ゲノム医療連携病院に県立中央病院、高松赤十字病院及び香川労災病院が、それぞれ指定さ
れ、がんゲノム医療の提供体制を整備している。 

今後も、国の指針に基づき、高度化するがん医療への対応など拠点病院等の機能の充実を
図り、安心かつ安全で質の高いがん医療の提供のための取組みを続けていく必要がある。 

 
 ⑵ それぞれのがんの特性や世代に応じた対策 

県では、令和元年度から小児・AYA 世代のがん患者等に対し妊孕性温存治療に要する費用
の一部助成を開始し（令和３年度から国の妊孕性温存療法研究促進事業に準じた事業として
実施）、子どもを産み育てることを望む患者が希望を持って治療に取り組めるよう支援を行
い、臨床データ等に基づく有効性・安全性の高い妊孕性温存療法の普及に取り組んでいる。 

また、対象者が適切な妊孕性温存療法を受けられる体制整備と、相談支援体制の確保に向
けて連携を図るため、拠点病院、生殖医療実施機関等によるがん・生殖医療連携ネットワー
クを構築したほか、医療従事者や相談対応者向け妊孕性温存療法に関する研修会を医療機関
に委託して開催している。 

がん患者ニーズ調査では、82.2％が妊孕性温存治療費の助成制度を「必要だと思う」と回
答している。また、「治療開始前に、治療による生殖機能への影響について説明を受けたか」
との問いに対し「説明を受けていない」と回答した者のうち 5.1％が「説明を必要としてい
た」と回答している。今後も、助成の実施により患者の負担軽減を図るとともに、必要とす
る患者が適切な妊孕性温存療法を受けられるよう、がん治療・生殖医療双方の医療機関の連
携を図る必要がある。 

一方、高齢化の進展に伴い、自宅や介護施設で療養生活を送る患者の増加が見込まれる中、
県では、在宅医療・介護連携を推進するため、地域の医療機関等において在宅医療に携わる
コーディネーターを養成するほか、多職種連携を図るための研修を実施するなど、在宅医療・
介護を担う人材の育成に取り組んでいる。 

なお、小児がんについては、香川大学医学部附属病院及び四国こどもとおとなの医療セン
ターが、小児がん拠点病院である広島大学病院を中心とした小児がん中国・四国ネットワー
クに参加して連携に努めるほか、希少がんについては、拠点病院等が必要に応じて国レベル
で中核的な役割を担う医療機関と連携するなど、適切な医療の提供を図っている。 

引き続き、地域の医療機関等との連携を強化し、がん患者とその家族が、それぞれのがん
や世代の特性に応じて、適切な医療や支援が受けられる環境の整備が必要である。 

 
 ⑶ がん登録の推進 

全国がん登録に関する事務については、香川大学に委託し、香川大学医学部附属病院内に
設置した香川県がん登録室において実施している。また、がん登録の届出に必要な手続等に
ついて、県ホームページに掲載するなど、病院等への周知を図っている。 
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がん登録によって得られた情報については、集計結果を県ホームページに掲載するほか、
罹患率や５年相対生存率等をがん検診の啓発資材に掲載するなど、がん対策への活用を図る
とともに、がん登録法に基づく市町等へのがん登録情報の提供に必要な手続について、関係
機関に周知している。 

がん登録の精度指標である DCN と DCO は、いずれも目標を達成しており、その精度は高
水準であるといえる。引き続き、病院等に対しがん登録の届出手続等に必要な情報提供を行
うなどにより、がん登録の精度の維持・向上を図る必要がある。 

 
項   目 計画策定時 

(H28) 現 状(H30) 目標(R5 年度) 評価 

がん登録の精度向上 
DCN (DCI)※ 

DCO 

9.6% 
5.4% 

3.7% 
2.4% 

10%以下 
5%以下 

◎ 

◎ 

出典：国立がん研究センターがん対策情報センター  
  ※平成 28 年登録データから、統計手法が変更され、DCN に代わって DCI が用いられるようにな 
   ったが、望ましい水準は変わらないとされている。  
   DCN：死亡小票データのがんによる死亡確認で初めてがん罹患が把握された者の割合（Death Certificate Notification） 
   DCI：DCN のうち遡り調査の結果がんではなかった者を除いた割合（Death Certificate Initiated） 
   DCO：遡り調査を行っても診断情報が把握できない者の割合（Death Certificate Only） 

 
３．尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築 
 ⑴ がんと診断された時からの緩和ケアの推進 

各拠点病院においては、拠点病院以外の医療機関も含む、がん診療に携わる医師、歯科医
師及びその他の医療従事者を対象として、国の指針に基づく緩和ケア研修会を毎年開催して
おり、がん診療に携わる全ての医療従事者が、患者の身体的、精神的、社会的な苦痛に対応
し、その生活の質（QOL）の維持向上を図ることができるよう、基本的な緩和ケアを実施で
きる体制の整備に取り組んでいる。 

一方、緩和ケアチームを有するがん診療を行う医療機関数は 12 病院、緩和ケア病棟（病
床）を有する病院数は３病院にとどまっており、いずれも目標に達していない。 

各拠点病院や県等で構成する香川県がん診療連携協議会では、緩和医療部会を設置して情
報共有や意見交換を行うなど、県内の緩和医療体制の整備に取り組んでおり、今後も、こう
した取組みや地域の医療機関との連携等を通じ、緩和ケアの一層の推進を図る必要がある。 

 
項   目 計画策定時(H28) 現 状 目標(R5 年度) 評価 

緩和ケアチームを有する 
がん診療を行う医療機関数 

12 病院 12 病院 (R1) 15 病院 △ 

緩和ケア病棟(病床)を有する
病院数 

4 病院 3 病院 (R2) 5 病院 × 

出典：医療施設調査（緩和ケアチーム）、診療報酬施設基準等（緩和ケア病棟(病床)） 
 
 ⑵ がんに関する相談支援や情報提供体制の充実 

拠点病院における相談支援事業等の費用について補助を行うとともに、患者やその家族の
療養生活の質の向上につながる相談等に対応するため、社会保険労務士、美容師等の専門家
を拠点病院の院内サロンに派遣する事業を実施している。また、拠点病院において相談業務



- 7 - 

に携わっている医療従事者を対象に、患者・家族同士が体験を共有し、情緒的な支え合いや
情報共有を行うピア・サポーターの活用に向けた研修会を実施した。 

さらに、がん患者会による相談対応、交流会等の実施を通じ、患者等と同じ立場からの相
談の機会を設けることにより、療養生活に対する支援を図っている。 

がん患者ニーズ調査では、がん相談支援センターの利用者のうち 83.3％が、患者会やピア
サポートの利用者のうち 72.2％が、それぞれ「とても役に立った」または「ある程度役に立
った」と回答している一方、回答者の 52.8％が「がん相談支援センターを知らない」、62.6％
が「患者会やピアサポートがあることを知らない」と回答しており、その認知度の向上が課
題であることがうかがえる。 

県では、療養生活に活かせる情報や相談窓口についてまとめた「がん患者必携 地域の療
養情報」、「がん相談窓口まとめ」の作成・改訂を行い、拠点病院、市町、患者会等に配布す
るなど周知を図っているが、引き続きこれらの関係機関と連携・協力しながら、患者やその
家族が必要な情報をスムーズに取得でき、療養生活における悩みや不安を軽減できるよう、
相談支援及び情報提供の体制を充実させる必要がある。 

 
 ⑶ 社会連携に基づくがん対策・がん患者の支援 

拠点病院等においては、地域の医療連携のツールである「地域連携クリティカルパス」や
「私のカルテ」の運用により、地域連携の促進に取り組んでいる。 

県では、自宅や介護施設で療養生活を送る人への対応として、地域の医療機関等において
在宅医療に携わるコーディネーターを養成するほか、多職種連携を図るための研修を実施す
るなど、在宅医療・介護を担う人材の育成に取り組んでいる。また、人生の最終段階におけ
る医療・ケアを県民が自らの希望に基づき決定できる体制の確保を図るため、関係者の資質
向上を目的とした医療従事者向け研修や、県民向け公開講座を開催している。 

がん患者ニーズ調査では、「療養生活を自宅で過ごすためには、どのような条件が必要か」
との問いに対し、「介護してくれる家族がいること」（65.0％）、「家族に病気や介護の知識が
あること」（23.7％）など、家族のサポートを期待する一方で、「家族に負担があまりかから
ないこと」（56.0％）、「家族の介護疲れなどの際に一時的に病院に入院できること」（16.5％）
など、家族に過大な負担を掛けたくないとする回答が多くみられた。また、24.6%が「急変時
の医療体制があること」と回答している。 

この調査結果からも、患者が住み慣れた家庭や地域で療養生活を送るためには、拠点病院
等と地域の医療機関、介護事業者等との連携が不可欠であり、今後も、上記のような取組み
を継続することにより、多職種連携による切れ目のない在宅医療・介護サービスの提供体制
の構築を推進する必要がある。 

 
 ⑷ がん患者等を取り巻く社会的な問題への対応 

香川労働局等の労働関係機関、拠点病院、県等で構成する香川県地域両立支援推進チーム
において、がん患者・がん経験者が実情に応じて仕事と治療の両立ができるよう、両立支援
のためのガイドラインや企業・医療機関連携マニュアルの浸透を図るなど、関係機関が協力
して事業者への働きかけを行うとともに、拠点病院においても、就労等の状況や希望を確認
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した上で、診療等を実施している。 
また、就学中の患者については、学校や医療機関が連携し、治療を受けながら学業を継続

できるよう、患者や家族の意向を確認し、入院・療養中の教育支援を実施している。 
がん患者ニーズ調査によると、67.6％が治療継続に当たり勤務先から「手厚い支援を受け

た」または「それなりの支援を受けた」と回答しており、ある程度職場の理解を得られてい
る一方、「治療開始前に就労継続について医療機関から説明を受けたか」の問いに対しては、
43.9％が「なかった」とし、このうち 13.5％が「説明を必要としていた」と回答しており、
両立支援に向けた関係機関の連携の強化が必要であることがうかがえる。また、治療と学業
の両立については、80.0％が学校と医療者の連携による「配慮があった」と回答している。 

このほか、治療開始前と開始後１年後の月収についての設問に対しては、57.9％が「２割
以上減少した」と回答しており、自由意見では「経済面でのサポートを充実してほしい」と
の回答もみられた。 

県では、令和４年度から、公的支援制度のない 20 歳～39 歳の若年がん患者に対し、化学
療法・放射線療法による脱毛や手術療法による乳房切除など、がん治療による外見変貌を補
完する補整具の購入費用を助成することとしている。 

今後、関係機関による一層の連携や、経済的支援の実施により、患者の治療と就学・就労、
社会参加等との両立を支援し、患者や家族が抱える不安の軽減と、療養生活の質の向上を図
る必要がある。 

 
４．がん対策を支える基盤の整備 
 ⑴ 医療従事者等の育成 

香川大学等において「中国・四国高度がんプロ養成基盤プログラム」に基づき、がん医療
に専門的に携わる医療従事者を育成している。また、各拠点病院では、がん医療に携わる地
域や院内の医療従事者を対象に、がん診療をはじめ、緩和ケア、相談支援など様々な分野の
研修を実施し、がん医療に関する知識や技能の向上に努めている。 

県では、拠点病院が行う研修等の費用について補助を行うとともに、前述のとおり、ピア・
サポーターの活用に向けた研修会や妊孕性温存療法に関する研修会を実施するなど、小児・
AYA 世代を含む様々な患者のニーズに対応できる人材育成を図っている。 

今後もこのような取組みを継続することにより、専門的ながん医療を行える医療従事者の
養成と、がん医療に関する基本的な知識や技能を有する人材の育成を推進する必要がある。 

 
 ⑵ がん教育の推進 

子どもの頃からがんに対する理解とがんの予防に関する知識を深めるため、希望する小学
校、中学校、高等学校及び特別支援学校へ、保健師やがん看護専門看護師等をゲストティー
チャーとして派遣し、「香川県がん教育の手引き」を活用したがん教育を実施している。令和
３年度には一部の学校で、市町の保健師が、がん検診の実施状況等について情報提供を行う
時間を設けた。 

また、がん教育が各学校で円滑に実施できるよう、教職員向け研修会を行うほか、ゲスト
ティーチャーや教員志望の大学生を対象とした研修会を開催した。 
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各学校において新学習指導要領に基づくがん教育を確実に実施していくため、外部講師の
活用体制の整備や関係機関との一層の連携を図り、子どもだけでなく、その家族や周囲の方
も含めた、県民のがんに関する正しい知識と理解が深まるよう、引き続きがん教育の推進に
取り組む必要がある。 


